第２１回教育委員会（定）
開会日時　　平成２３年　１１月　１０日（木）　　　午前　１０時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前　１１時３０分
開会場所　　教育委員会室

出席者
　　委員　　別府明雄
　　委員　　今井英彦
　　委員　　谷田　泰
　　委員　　本　山　千惠子
　　委員　　北川容子
出席事務局職員

　　庶務課長　　矢　嶋　吉　雄　　 学務課長　　森　下　真　博　　
生涯学習課長　  中　島　　　実 　　指導室長　　中　川　修　一
新しい学校づくり担当課長　　田　中　光　輝     学校地域連携担当課長　　大　澤　宣　仁
中央図書館長　　近　藤　直　樹

署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委　員　長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２３年第２１回の教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、浅島次長は遅れておりますので、後ほど参加されると思います。矢嶋庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、中川指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、近藤中央図書館長の、以上７名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により今井委員にお願いいたします。

　本日の委員会は、２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○議事

日程第一　議案第４５号　意見の聴取について

　　　　　（１）板橋区立紅梅小学校特別教室棟新築工事請負契約

（新しい学校づくり担当課）

　　　　　（２）東京都板橋区立教育科学館の指定管理者の指定について

（生涯学習課）

委　員　長　　それでは、議事に入ります。日程第一　議案第４５号「意見の聴取について」、（１）板橋区立紅梅小学校特別教室棟新築工事請負契約について、新しい学校づくり担当課長から説明してください。
　合わせて、報告８「板橋区立紅梅小学校特別教室棟新築工事概要」について、続けて説明願います。
新しい学校づくり担当課長　　それでは、議案第４５号（１）板橋区立紅梅小学校特別教室棟の新築工事請負契約並びに報告事項、同件の概要につきまして説明させていただきます。
　本件につきましては契約関係ということで、所管は企画総務委員会ということになります。企画総務委員会の報告の後、１１月１８日の文教児童委員会におきまして議会にご報告いたします。
　それでは、資料「議案第４５号」を１枚おめくりください。

　紅梅小学校の特別教室棟改築工事に係る契約案件でございます。

　契約の総額につきましては２億１，８１７万１，１００円となっております。

　こちらの工期につきましては、契約確定の日から平成２５年３月１５日まででございます。ですので、実際に、特別教室棟の使用は平成２５年度からを予定しております。

　続きまして、概要につきましてご説明したいと思います。

　報告事項の資料「新―１」というものをお出しいただきたいと思います。

　こちらにつきましても１枚おめくりいただきまして、２ページ目の下の配置図をご覧ください。

　こちらの敷地の東側の斜線部分が新築される部分でございます。

　特別教室棟の本体、それから、その上部に細くつながっておりますのが既存校舎に接続する渡り廊下、それから特別教室棟の下に飼育小屋となっております。

　本工事に伴いまして、もともと敷地の東側にありました体育倉庫、飼育小屋と、この北側の、配置図におきましては右上角にあります、空白になっているのですけれども、そこにあります第二音楽室として使用しておりました仮設の建物につきましては除去いたします。

　この当該の敷地についてでございますけれども、特別教室棟建設敷地のちょうど左側の出っ張っている部分につきましては、平成２１年度に特別教室棟建設のために購入取得した約６０９㎡でございます。

　それでは、３ページの各階の平面図をご覧ください。

　下側、１階には理科室、理科準備室、第二音楽室のほか、現在、独立して建っております体育倉庫を取り込んでおります。

　２階につきましては「特別活動室」と表記されておりますが、こちらは「あいキッズ」でございます。

　建物につきましては、バリアフリー対応といたしましてエレベーターを備えるほか、だれでもトイレ、階段の手摺り、廊下面には誘導鋲を設置いたします。資料にはございませんが、屋根にはヘリサインを表示いたします。

　本工事におきましては、工事期間中に校庭の約３分の１を仮囲いで覆うような形になります。校庭部分と工事部分、搬入部分を明確に区分いたしまして、安全の確保を図ります。

　また、ご案内のとおり、学校敷地は約６メートルの管理道路でつながっておりまして、こちらの管理道路を通っての工事車両搬入となりますので、工事中には誘導員等を的確に配置することによりまして安全確保に万全を期すこととしております。

　説明については、以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

教　育　長　　工事車両は、配置図でいうと、西側と北側に通っているこの道路を通るということですよね。北側から入ってくる。
新しい学校づくり担当課長　　下の管理道路、正門の方から入ってきます。

教　育　長　　こっちから入ってくる。これは今、子供たちが登下校に使っているところですよね。

新しい学校づくり担当課長　　使っている、一番細いところですね。
教　育　長　　仕切るにしても、子供と両方使うようになるわけですか。

新しい学校づくり担当課長　　道路につきましては、当然仕切ることはできないので、正門を入った後に、右側に曲がるような形で壁を設置いたします。

　既に、耐震補強工事を平成２１年度に行っているんですけれども、そのときにつきましても、同じような形で囲いを大部分設置してという、学校でも経験しているということですので、誘導員の配置等で安全はしっかり確保できると考えております。

教　育　長　　紅梅小学校の場合は、かなり学区域の中にも子供の数がきちんといますよね。今までは学校の中に学童クラブがなくて外に出ていましたので、それが、今度、「あいキッズ」という形で、非常に子供にとっては嬉しい形で、学校の中に入るので、さらに入学希望児童数が増えてくることが考えられると思うのです。

　特別教室、理科室と音楽室を出すことで、中に普通教室の増設は将来的にはできるんですか。

新しい学校づくり担当課長　　現在、第二音楽室については、仮設ですので完全に除去してしまいます。特に理科室につきましては、その部分というのは、これまで既存の校舎内から外に出すという部分では、利用の部屋数としては使用の幅は広がるということです。

　児童数につきましては、現在、平成２３年５月で２２クラス、７０３名ということでかなり大きな規模となっております。

　今おっしゃったように「あいキッズ」ができたという状況がありますと、さらに児童数が増えるということは想定できますので、今回、現実的には空くことになる教室等の利用というのは学校側としっかり詰めていきたいと思います。
教育長　　今回は、上手く土地が買えて、ここにこうして建てられますけれども、さらに学校が大きくなってくるようになると、例えばプール棟を全部建て直しして下に教室を入れるとか、今後は、そういう抜本的な対策が必要になってきますね。

新しい学校づくり担当課長　　おっしゃるとおり、今回は、たまたまタイミング的にも学校の方が仮設の建物で特別教室を使っていたという非常に困っている状況の中で土地購入というお話がありましたので非常によかったんですけれども、今おっしゃったとおり、場合によってはクラス編成の３５人学級の進展とかということになりますと、児童数はそれほど変わらないのに普通教室の需要が増えるというような場合につきましては、例えばプールであったりとか体育館であったりとか、建築時の工夫というのは必要になってくると思っています。

委　員　長　　今回の工事は、電気、給排水等も全て一括してここの工事に含めてしまうということですか。

新しい学校づくり担当課長　　本件につきましては、建築工事本体の契約となっております。その他、給排水、電気、あるいは冷暖房その他につきましては、金額的に議決案件ではないということでございまして、説明がちょっと不足していたんですけれども、こちらは諸々の予算ベースで約１億２，０００万円の規模となっております。ですので、合わせますと、３億円を超える建物となります。

委　員　長　　ほかに、ご意見、ご質問はありますでしょうか。

　この金額が妥当かどうかという判断はできないので、入札で決まったということで。

　では、続きまして、（２）東京都板橋区立教育科学館の指定管理者の指定について、生涯学習課長から説明願います。

生涯学習課長　　これにつきましては、第４回区議会定例会に議案として提出する案件でございます。

　東京都板橋区立教育科学館の指定管理者の指定につきましては前回の教育委員会でご審議いただいておりますが、地方自治法第２４４条の２、第３項の規定に基づき、指定管理者の指定について手続をするものでございます。

　公の施設は、東京都板橋区立教育科学館。

　指定管理者は、株式会社学研教育出版。

　指定の期間につきましては、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日という内容でございます。

　ご説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　教育科学館については前回でも審議しておりまして、行って戻ったりしている感じがするんですけれども、一応、事務的な手続ということで議題に上がっております。

　では、お諮りします。日程第一　議案第４５号「意見の聴取について」、（１）板橋区立紅梅小学校特別教室棟新築工事請負契約について及び（２）東京都板橋区立教育科学館の指定管理者の指定について、区長原案のとおり決定することにご異議ございませんか。
（異議なし）

委　員　長　　では、左様、決定いたします。

○報告事項

１．告示関係

　　①板橋区立志村図書館の臨時休館について

　　②板橋区立高島平図書館の臨時休館について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中央図書館）

委　員　長　　では、報告事項を聴取いたします。報告１「告示関係」です。板橋区立図書館の告示について、中央図書館長から報告願います。
中央図書館長　　告示につきましては、区立図書館の臨時休館についての告示でございます。
　各館で、年１回、特別整理期間としまして、館内資料の総点検と整理、設備関係の点検などを行っております。
　告示文のとおり、１１月に志村図書館、１２月に高島平図書館、それぞれ６日間を臨時休館するものでございます。

　今年度は、１月、２月、３月と、それぞれ赤塚、成増、あと３館でそれぞれ行うということになっております。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

　これは定例の休館ということでよろしいかと思います。

○報告事項

２．平成２２年度決算調査特別委員会文教児童委員会報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次長）

委　員　長　　では、報告２「平成２２年度決算調査特別委員会文教児童委員会報告」について、庶務課長から説明してください。
庶務課長　　１０月２５日に開かれました決算分科会について、本来、次長からご報告申し上げるところですけれども、今日は遅れておりますので、私の方から簡単に資料に基づいて説明をさせていただきたいと思います。

　順番に、各委員が２０分ぐらいずつ持ち時間があって質問されておられました。

　最初は、杉田議員のところで、教職員住宅の収入未済になりますけれども、これは平成１７年度に新規に採用した職員が１年で採用が認められず、途中で失踪してしまいまして、連絡が行き渡らないということでございます。
　こちらの方では連絡先を探しながら、督促していくように努力していますけれども、現状では２カ月分の収入未済が発生しているということですのです。引き続き、納めていただけるよう求めていきたいと思っております。

　それから、次の、しば委員ですけれども、給食のサンプル調査についてということで、大分詳しく質問されました。

　板橋においても、５校８品目のサンプル調査を行うということでお話をさせていただきました。
　その中でも、横浜市がいち早くそういったものを取り入れたので、そことの違いですとか、子供が給食を食する前に結果が出せないだろうかというようなことでのお話がありました。

　それから、牛乳についても同じように板橋の場合はどういう形になっているのかというようなことでお話がありまして、牛乳については、産地と生産業者で個別に測っておりますため、その結果の中で、暫定基準値を超える放射性ヨウ素・セシウムは含まれていないため提供しているという話をさせていただきました。

　次に、教育委員会関係ですと、荒川議員。２ページ目でございます。
　小・中学校の耐震化についてということで、進捗状況、今後の見直しの可能性等についてお話がありました。

　特に、コンクリート強度の基準を下回っている場合の学校ということでの指摘もございましたけれども、これが直ちに、地震が起こった場合に建物が倒壊して子供たちに被害を生んでしまうということにはつながらないというお答えをさせていただいております。

　それから、川口議員。また、学校給食についてということでお話をされております。給食費の滞納の部分についてのお話をされておりまして、そこについては、一昨年度に取り入れた「滞納督促制度」というものも活用して、しっかりと対応していますということもお話しさせていただきました。
　それから給食費単価値上げについて、材料費が上がっている中での給食費の値上げについてはどうかということでの指摘がされたものでございます。

　それから、次の小林議員については、放射線の測定についてということで、ここに書かれているように、今後の測定と、測定機の貸出とか、測定の民間委託をしたらどうかというお話がありました。区独自で、職員が、今後も２回目の測定を行っていくということで調整しています。

　次のページの不登校についてですとか、ＳＴＡＲＴについて、新任教員に対する指導についてというのがありましたけれども、どちらかというと、制度的なことについてのご質問であったのかなと思っておりまして、大分、ＳＴＡＲＴ等については注目されていると感じております。

　２巡目に入りまして、杉田議員についても、給食費についてということでお話がありました。

　職員が給食費を立て替えているという実態があるのではないかというところでご質問がありましたけれども、そういった報告は、教育委員会として受けていないというお話をさせていただきました。

　次に、しば議員が「あいキッズ」についてということで、質問をされました。同じような規模の北前野小学校、板橋第八小学校で経費の差があるですとか、委託料の比較をして、その差はどういうところから出ているのですかというお話がありました。人件費に充てている差であるということ、特別に支援を必要とするようなお子さんが何人いるかというところで人件費が変わってくるといったようなことで、同じようなサービスを展開していますけれども、経費的には少しこういう差が出ていますと説明させていただきました。

　次は、教員の不祥事に関してということですけれども、職員のメンタルヘルスの関係の対応をしているということなど、再発防止に努めているといったことでお話をさせていただいております。

　荒川議員も、次に、学童クラブ、「あいキッズ」について質問されております。大規模校の弊害ですとか、少人数化の推進いう視点からお話をいただいたところでございます。
　田中議員の方からも「あいキッズ」についてお話がありました。今後、平成２７年度までに全校でやるといっていますけれども、そのスケジュールを明らかにしてほしいといった内容でした。残りのスケジュールについては来年度公表していきますということで説明をしたところでございます。

　それから、「あいキッズ」の中でフィードバック学習を是非取り入れてほしいということの中で、「あいキッズ」でフィードバック学習を必修化したらどうかということのご意見をいただいておりまして、それについては検討していきますというお話をしております。

　次の川口議員からは、学校の部活動に対してということで、外部指導員に対しての報酬ですとか、活性化に向けた論議ということについて質問を受けました。

　それから、学校の校地について、板橋区が所有していないところはどういうところがあるのか、それから借地の状況はどうなっているのかということでの資料請求がございました。これは、そのときにはすぐに答えられませんでしたけれども、資料を提供するということさせて頂きました。
　７校ぐらいありますか、国から借りているところ、民間から借用しているところがありまして、借り上げの代金について交渉できるのかということの内容の含みもありましたけれども、これについては、複数年度で基本的に賃借料が決まっておりまして、新たに交渉するということについては難しい状況であると認識しております。

　それから、次の小林議員ですけれども、教員の不祥事に対する生徒のメンタルケアについてというところでございました。個々については十分配慮して行っていきたいと思ってございます。

　それから、平成２２年度予算の不用額とか流用とか、原点に返ったようなご質問もございまして、不用になる原因というのはどんなところにあるのですかとか、予算の流用というのはどういう形で具体的に使われているのですかということですけれども、不用額の発生の主なところは契約の差金ですとお答えさせて頂きました。

　そういったお金の余ったものについて、予算は計上されていませんけれども、ちゃんとルールに従い、最終的には補正予算を組んでしっかりと対応していますということでございます。

　それから、杉田議員については、学校の理科教材への放射線調査についてということが出まして、理科の実験室から放射性物質が出てきたという報道を受けまして、板橋区の場合はどうでしょうかということをご質問されました。

　これについては、この当時は、各学校で調査を行っているということでございますけれども、調査の結果板橋区においては、そういった理科実験教材とか試薬のところで放射能が出てくるような物質はありませんでした。

　それから、ライフセービング教室に関してですけれども、ライフセービングの宿泊の事業がなくなりましたけれども、各学校で独自にプールを使った事業は取り組んでおりますので、その校数はなかなか増えておりませんけれども、着衣水泳の授業ということを含めて、水に対しての授業というものについて取り組んでいるというお答えをさせていただいております。
　これ以降最後の方は、再々質問で余り時間がない中でのお話でした。
　田中議員ですけれども、平成２６年度、２７年度「あいキッズ」の決定時期のお話ですとか、生涯学習課が行っている家庭教育講座の利用率ですとか、そういったものについて、利用率が高くないものについてはご指摘をいただき、改善を図るということもお話をさせていただきました。

　それから、最後に、公明党の小林議員から社会教育会館の耐用年数の妥当性ということもありました。耐震工事は終わっておりますけれども、今後、耐震化に向けては課題があると認識しています。

　大変雑駁ですけれども、文教児童委員会の報告は以上でございます。
委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

今井委員　　予算の方で、「流用」という言葉は正式な用語ですか。役所用語ですか。

庶務課長　　正式かどうか分かりませんけれども、役所用語なことは確かです。

　一定の金額というか、範囲を超えるものについては議会の承認を得なければいけませんけれども、そうではない、同じ分類に属するものについては流用を図っていくという、流動的な予算運営となっております。
今井委員　　一般用語とするイメージは。
　それから、「あいキッズ」でのフィードバック学習の必修化。この趣旨として、やらなくていい子もいっぱいいるわけで、全部満点を取っていて。

　ですから、必修化という概念でなくて、フィードバック学習を行う機会が全てにあるといいよねというような、そんな意味ですかね。
庶務課長　　そういうふうに回答しております。「あいキッズ」でフィードバック学習を取り組んでいる、そういう場があるという。

今井委員　　場の提供。あとは、静岡県教育長発言とはどういうものですか。
指導室長　　ワイセツ事故が続いたときに、「もう、これ以上やることはできない。お手挙げだ」という。
教　育　長　　「万策尽きた」という発言をして、後で取り消しましたけれども。

今井委員　　正直な人ですね。

谷田委員　　県の教育長ですかね。

委　員　長　　よろしいでしょうか。ほかになければ、次に移らせていただきます。

○報告事項

３．学校選択制における応募状況について
（資料学―１）（学務課）

委　員　長　　報告３「学校選択制における応募状況について」、学務課長から報告願います。
学務課長　　それでは、資料学―１です。学校選択制における応募状況についてご説明させていただきます。

　まず、１、実施状況でございますが、１番目に選択希望票の受付期間でございます。小学校につきましては平成２３年８月１９日から１０月１７日、中学校につきましては平成２３年８月２６日から１０月２５日が受付期間となっております。

　続いて、選択希望票の送付数でございますが、こちらは小学校が３，６９９人、中学校が３，９７６人。括弧内は昨年度の数字となっております。

　そして、３番目、学校選択希望者数。こちらに関しましては、小学校が８３８人、中学校が１，０３９人となってございます。

　希望者数と、今申し上げました希望票の送付数との関係でございますが、小学校におきましては３，６９９人に対して８３８人ということで、右側にございますが、率にして２２．７％ということになります。

　中学校も同様に、３，９７６人に対して１，０３９人ですので、２６．１％ということになります。

　今回、小学校につきましては、選択できる範囲を区内全域から通学区域と隣接区域という形に変更しました。この影響についてというところで、我々も気にしていたところでございますが、ここにありますように、括弧内の数字が昨年の数値になります。小学校の場合、今年は２２．７％、昨年は２５．１％ですので、これだけ見ますと２．４ポイントの減ということになりますが、ちなみに、平成２１年度は２３．７％、平成２０年度が２２．５％ということですので、今回の２．４％の減も、ある意味では例年の変動の範囲内という数字ですので、選択範囲の変更の影響というものは、もう少し見ていかないとはっきりしないのかなと考えているところでございます。

　各学校の応募状況につきましては裏面以降にございますが、後ほど説明させていただきます。

　次に、抽選の実施でございますが、小学校につきましては、既にこちらにありますように１０月２８日に実施いたしまして、ご覧の志村第二小学校、富士見台小学校、板橋第一小学校、金沢小学校、常盤台小学校、成増小学校、計６校を実施いたしました。
　中学校におきましては、この後、１１月１８日に抽選を実施させていただく予定としておりますが、志村第一中学校、上板橋第三中学校、赤塚第二中学校、赤塚第三中学校が対象となっております。

　今後のスケジュールでございますが、小学校につきましては、就学時の健康診断が、本日から各学校で順番に行われます。

　続いて、就学・入学通知書の発送でございますが、これが１月上旬。さっきの抽選をした学校につきまして、補欠になった方々の補欠の登録期間が、こちらにございますように小学校は来年１月３１日まで、中学校は２月２２日までとなっておりまして、この間に、例えば私立や国立などの入学者が出た場合に、順次、繰り上げにより当選ということになります。

　１枚めくっていただきまして、別表１。こちらは裏表になります。こちらが小学校の選択結果の一覧となります。網掛けしてある学校が抽選校または受け入れ可能数に既に達した学校ということになります。

　表の左から、学校ごとの受け入れ可能数、それに対して希望者の数ということになっておりまして、右側の二重線の中はその希望者の内訳で、通学区域内の方と通学区域外に分けて表示してございます。

　この通学区域内のうち、括弧の数でございますが、これはその学校の通学区域内の住民登録者数という形で表記させていただいております。

　さらに１枚めくっていただきまして、別表２。こちらが中学校になりますが、様式は全く同じでございます。

　ただ、中学校の場合は、ご覧いただきますと、受け入れ可能数を希望者数が上回っていても網掛けがない。つまり、抽選を実施しないという学校がございます。これは、小学校よりも中学校の方が私立学校への入学者数が多いものですから、例年の状況から、学校ごとに私立学校に行くであろうという分を予測しまして、その分を差し引けば受け入れ可能数におさまるだろうと想定される場合は、抽選を回避となっておりますので、そういった結果になっているところでございます。

　簡単ですが、説明は以上です。
委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　そうすると、小学校に関しては、ひとつやり方を変えましたけれども、大きな変化はなかったということですか。

学務課長　　そうですね。今申し上げたように、隣接区域のみというふうに変えたものですから影響を気にしてはいたんですが、先ほどのように、例年の変動と大きな差はなかったものですから。逆に言えば、これまでも、選択制といっても、ほぼ隣接からやっていたのかなという気がしますけれども。

教　育　長　　昨年度に比べて、特に希望者数が激増したとかというか、かなり増えたという学校は。

学務課長　　学校によって極端に急激に増えたというのは余りありませんが、中学校の場合は、昨年同様、上板橋三中学校が受け入れ可能数１３３に対して２３０という状況であったり、赤塚第二中学校が受け入れ可能数に対してほぼ倍の数という状況で、上板橋は去年からですが、赤塚地域に関しては希望数の多いところに、なかなか学校のキャパが追いついていけないという状況があります。

委　員　長　　そうなんですね。これを見ましても、大体、中学校区域内で２３６いて受け入れ可能が１３３という非常に極端に多いところで、赤塚第四中学校が必要ではないかという話が聞かれます。

学務課長　　あとは、まだ最終的にはアンケートを採っていませんが、選択制を実施する理由としまして、ぱっと個票をめくった限りでは、中学校の場合は部活というのが結構大きな影響があるようでして、昨年同様、上板橋第三中学校の希望者数が多いのが気になりまして見たんですが、例えば、隣接している中台中学校にサッカー部とか柔道部がないというようなのも影響しているのかなと。
　上板橋第三中学校を希望する際に「部活」と書いているお子さんも結構多いものですから、そういったところも、こういった選択制にも影響しているのかなという気はします。
委　員　長　　柔道をやりたいからこの学校に行くんだとか、吹奏楽があるから行くというお子さんが結構多いようです。

　先日、常盤台小学校の６０周年のときに、常盤台駅で降りたら、ホームに常盤台小学校の帰宅する子供さんがすごくたくさんいたんです。電車通学が。そういった子供たちは、今回、その子たちはいますけれども、新しくはなくなる。

学務課長　　新しくは隣接区域のみですので。

委　員　長　　電車通学は、基本的にはないということなんですか。

学務課長　　はい。

教　育　長　　兄弟関係がいるから、まだ残りますね。

学務課長　　現在、兄姉が兄弟で在校している場合には、優先措置として認められています。
委　員　長　　例えば成増小学校で、受け入れが９８で通学区域からは１０８ありますよね。そうすると、全部行ったとするとそれで満杯になってしまうわけですから、仮に兄弟が選択制で行っている子供たちの弟妹は行けるんですか。

学務課長　　それを含めて、実は、この成増小学校の場合は、今、委員長がおっしゃったように通学区域内でほぼ受け入れ可能数を達していますので、実際、抽選といいましても、通学区域外の方に関しては、補欠の順番を決めるための抽選ということで、実際には通学区域内でいっぱいですので空きがあるわけではないので、通学区域外の方に対して、補欠の方の順番を決めるだけの抽選という形になります。

　それから、兄姉に関しては、優先順位として受け入れという形で入っております。
委　員　長　　受け入れということで。ということは、受け入れ可能数をオーバーしてしまうこともある。

学務課長　　はい。

本山委員　　一方、すごく少ない学校がありますよね、５人とか。大山小学校の場合ですけれども、区域内に住民登録者数は５３人いるということですよね。

学務課長　　はい。

本山委員　　１割しか選んでいないということですね。板橋第九小学校とか志村第三小学校も、何らかの私立に抜けると一桁になりかねませんね。少ない学校が心配ですね。

　都市部の小学校に通っているのに５名とか。本当に、山間僻地のような人数でいいのだろうかという心配がすごくありますよね。都市部の子供たちが、ずっとその状態でいけるはずがないんですから。
教　育　長　　その辺は、今、適正規模・適正配置審議会で論議をしているところですので、遅くとも１月には中間まとめを出して、パブリックコメントをするような状況で、３月末までには答申も出てくると思います。何らかの対応は必要だと思います。

本山委員　　必要ですね。

委　員　長　　分かりました。なかなか土地の開発状況と既存の学校とがマッチングしないという部分もあるかと思いますので、色々調整が必要かなとは思っております。

○報告事項

４．東日本大震災に伴う節電対策の効果とサービス向上の取り組みについて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料図－１）（中央図書館）

委　員　長　　では、報告４に移ります。「東日本大震災に伴う節電対策の効果とサービス向上の取り組みについて」、中央図書館長から報告願います。
中央図書館長　　資料は図―１でございます。
　夏場の節電対策に伴う電気料金あるいは電力使用量が低減しておりまして、その効果について、７月から９月分ですが、電気料金の執行も済んでおりますので、遅くなりましたがご報告いたします。
　節電の効果につきましては、区立図書館全体で約２３％の電力消費量の節減となっております。内訳につきましては表のとおりでございます。
　なお、地域図書館につきましては、過去３年間の平均使用量で比較しております。中央図書館については対前年比較となっております。

　それから、ブランクになっています施設は複合施設でございまして、電気メーターが全体で１つついておりまして、図書館の分だけではなくて、電気料金の執行も他の部署が行っておりますのでデータがございません。

　ということで、それらも踏まえた平均値ということですが、概ね２３％ぐらいの節電になっていたということでございます。

　それから、２番目のサービス向上の取り組みでございますが、２枚目の資料をご覧いただきたいと思います。

　参考として、７月に経営改革推進課から出ている指定管理者制度導入施設についての通知でございます。管理運営コストは、電気料金の低減によりコストもその分減少していますが、指定管理料については渡し切りですが、そこは精算をしないという申し合わせになっております。

　それから、記書きの基本的な考え方のところで、指定管理料の見直しは行わないものとしますという方針になっておりました。

　ただし、※が下の方に２つございますが、その上、指定管理料のみで運営している施設において、節電対策により利用者のサービス低下を招いている場合は、サービス向上に資する取り組みについて指定管理者と協議してくださいということになっております。

　特に、区立図書館の場合、地域図書館で輪番休館を行いまして週１回休館としておりましたので先ほど見たとおりの節減率だったわけですが、この部分については１枚目の資料の裏面になりますが、電気料金の平年との差額ということで算出しまして、この差額について輪番休館によるサービス低下に鑑みて、図書館利用者、区民への還元ということで、図書館の資料の購入費に充てていただくということにしております。
　これにつきましては、指定管理者３者と既に協議は済んでおりまして、そのような方向で年度内に執行していただくということになっております。

　説明は以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　この７月から９月というのは、去年に比べると、どこも週に１回は休んでいるということの理解でいいんですか。

中央図書館長　　７月１日から９月１０日まで、中央図書館を除く地域図書館につきましては、週１回休館でございました。

谷田委員　　休館日は、もう職員はいない状態ですか。

中央図書館長　　職員はおります。職員はおりまして、中の予約資料の回送ですとか、館によっては除籍の処理を集中的に行っていたりとか、そういったことはやっております。
　ですから、スタッフは労働時間を変えずに出勤して、特別整理の期間ですとか月末の館内整理とか、そういったときと同じような勤務パターンで、中で作業をしていたということでございます。
　ただし、電力については、使うのはほぼ事務室だけです。ですから、節電の効果は、輪番休館の日にかなり出ていたということだと思います。

谷田委員　　ただ、週に一辺ということだと、大体７分の１だから１４％ぐらいですよね。事務局はやったということですから、そこまでは行かないのかもしれないのですけれども。
　そういうふうに考えると、１４％は普通だったら削減されるのが当たり前みたいなふうに。特にこの資料を見ると１４％いっていないところもあるので。

中央図書館長　　下の※で示しておりますけれども、例えば、蓮根、小茂根、志村、成増については複合施設で、逆に図書館側が執行しているんです。
　成増図書館の場合を例に挙げますと、アートギャラリーは輪番休館をしておりませんで、今夏はかなり稼働率が高かったようなんです。ですので、そういった事情があろうかと思います。

　中央図書館について２８％というのは、中央図書館は輪番休館していませんでしたけれども、これは中央図書館だけは昨年度との比較で出しておりまして、資料がないのです。指定管理者施設の場合は、指定管理者制度導入前の３カ年のデータが残っていまして、それをもとに指定管理料を算定しているんですが、そういった事情がありまして、平年ベースということで、それを活用して比較しておりますけれども、中央図書館については前年度比較でした。

　前年については、かなり暑い日が多くて、中央図書館も空調機器は３系統ありますが、確かフル稼働していたと思いますので、昨年との単純比較だと２８％ぐらいというところなのかなと思っております。

委　員　長　　では、中央図書館は、特に休館しないでもそのぐらい。
中央図書館長　　昨年比では２８％ぐらい。休館しなくても、日々節電の取り組みを各館とも行っておりますので、その効果が出ていたのではないかと思われます。
本山委員　　では、成増みたいなところは、反対にアートギャラリーも含めて輪番節電というか、閉館みたいなのに取り組むと、今後、節電の可能性が出てくるということですね。
中央図書館長　　輪番休館です。ただ、そこは施設の性格も違いますし、併設施設は、例えば集会施設ですとか児童館ですとか、アートギャラリー、あるいはコミュニティホールといったところがございますけれども、それぞれの施設を所管しているセクションの考え方もありますし、施設の性格も違いますので。

　また、輪番休館は同じ設定ではないのです。例えば、図書館の場合は曜日を決めていましたけれども、曜日を決めずにやっているパターンもございますし。そういった様々な事情がありまして、全て複合施設だから統一的に輪番休館というのは、なかなか難しい事情もございますけれども、仮にそういうふうにすれば節電の効果は大きくなるとは思いますけれども。
本山委員　　話し合って、効果的に輪番休館をなさったらいいんですよね。
中央図書館長　　今後、またそうした節電の取り組みが必要ということであれば。

谷田委員　　中央図書館の節減率なんかを見ていると、当然、夏の暑さの違いとかもあると思うのですけれども、そのほかも含めて、週１回節電をする以外にも何か効果的な取り組みがあったようにも見受けられるデータかなと思うのですけれども、その辺はどうなんですか。

中央図書館長　　節電は全庁的にやっていまして、例えばエレベーターを１台停止する、館内ＯＰＡＣも３台あるところを２台にする。あと、照明の間引き等をやっているわけですけれども、中央図書館についても事務室の電気ポットは一切使わないとか、トイレは常時消しておいて、張り紙をしておいて、使用される場合だけ点灯させてくださいといった、館内巡回などもしていまして、そうした節電の取り組みはしていますので、そうした効果も含まれております。

委　員　長　　中央図書館が休館しないでこれくらい頑張れるんだったら、ほかの図書館も閉館しないでこれぐらいいけたんではないかという気もしないではないです。色々、事情が違うので同一にはできない。

中央図書館長　　節電効果は高いと思います。これは、前年できたときであれば、もう少し地域図書館のパーセンテージは恐らく高いんだろうと思いますけれども。

　輪番休館がいいかどうかという議論は両論あると思いますけれども、図書館についても区全体で２０％という目標がありまして、指定管理施設についてもそういった統一方針の中でやっておりますので、図書館側にイニシアチブを与えてもらえれば、やらないという選択肢もあったかと思うのですけれども、そこはそういう考えをとらずに、足並みを揃えてもらったということでございます。

本山委員　　氷川図書館は３８．５％と、これはすごいですよね。実際に昨年はすごく暑かったのと、今年はさほどでもなかったというのがあって、一般の民家でも２０％ぐらいの削減はざらにあったと思うのですけれども、この３８．５％の削減というのはすごい数字だなと思って見ました。
中央図書館長　　細かな要因がどこまでか、そこまでは分かりせんけれども、比較の上ではこういった数字になってございます。

委　員　長　　分かりました。では、よろしいでしょうか。
○報告事項

５．人事情報（平成２３年１０月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料指―１）（指導室）

委　員　長　　では、報告５「人事情報（平成２３年１０月）」を指導室長から報告してください。
指導室長　　それでは、お手元の指―１をご覧ください。「人事情報（平成２３年１０月）」でございます。
　１０月末の教職員数は、括弧の休職者なども含めまして総勢１，８７７人であり、９月末からの変化はございません。

　動きの内訳としましては、１０月１日付で期限付任用教員が採用されましたが、１０月６日付で中学校の教員、これはご存知のように懲戒免職ということで退職ということになっております。

　それから、休職者等が全体として９１名で、６名増えております。これは、内訳としては、育児休業に入った者が小学校７名、それから病気休職から復帰した者が１名ということでございます。

　今、小学校において１つの大きな心配な要素は、若手教員が結婚して子供を産むということで産休教員が非常に増えてきているというところで、この辺が１つ、校長としては配慮事項という形で考えているところでございます。

　非常勤教員につきましては、学習指導講師は９月末の時点から１５５名と変化はございません。
　以上です。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

谷田委員　　今の若手教員の話ですけれども、対応する方は大変だと思うのですが、考え方としては、もし子供ができたらしっかり休んでくださいという考え方ですよね。

指導室長　　幸い、育児休業が３歳まで取れるようになっておりますので、それを上手く活用されている先生方も多いです。
谷田委員　　逆に言うと、マネジメントする側には、そういうことをどんどん言っても大丈夫ぐらいのサポート体制みたいなものが本来はしっかりないと。なかなか、分かってはいるけれどもみたいな。

教　育　長　　厳しいところですよね。特に小規模の学校で、今回も結構出たのですけれども、９人ぐらいしか正規の教員がいないところに対して４人ぐらい産休・育休が重なってしまいまして、代替は入るのですけれども不安定なものを強いられています。
　教育長会でも、産休・育休がこれから増えていきますから、１校で複数でということが多くなってきているので、その辺のサポート体制をしっかりとってもらえないかという要望は、都の教育委員会に対して毎回出しているところです。

指導室長　　実際、今のような学校においては、退職された方を非常勤教員として配置するといったことも今年からは進めているところです。
委　員　長　　休職が産休だったらよかったです。また、うつ病が多いという話だったら大変だと思ったんですけれども。
指導室長　　それも、それなりに。メンタルは、新聞に出ておりましたように、この１０年で５倍だったか、かなり増えている。本区においても病気休職の８割近くがメンタルです。
○報告事項

６．平成２４年度あいキッズ事業運営委託法人について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料地－１）（学校地域連携担当課）

７．学校支援地域本部事業シンポジウムの開催について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料地－２）（学校地域連携担当課）

委　員　長　　では、次に、報告６「平成２４年度あいキッズ事業運営委託法人について」及び報告７「学校支援地域本部事業シンポジウムの開催について」、学校地域連携担当課長から報告してください。
学校地域連携担当課長　　それでは、資料地―１「平成２４年度あいキッズ事業運営委託法人について」をご覧いただきたいと思います。
　板橋区の放課後対策事業「あいキッズ」につきましては、平成２４年度は８校で実施することが決まっております。
　その中で、現在、直営の学童クラブを新たに運営委託して「あいキッズ」事業を実施する５校につきましては、「あいキッズ」事業運営委託法人選定委員会を設置しまして、プロポーザル方式、企画書の書類審査とプレゼンテーションによる審査を行いまして、委託する法人を決定いたしました。

　そして、その結果を踏まえまして、区として運営委託法人を決定いたしましたので、今回ご報告させていただきます。

　まず、記書きの１でございます。

　あいキッズ運営委託法人ですが、志村第三小学校は社会福祉法人「松葉の園」、舟渡小学校は「大新東ヒューマンサービス株式会社」、蓮根第二小学校は「テンプスタッフ・ウィッシュ株式会社」、板橋第四小学校は「葉隠勇進株式会社」、高島第六小学校は「株式会社グローバルキッズ」でございます。

　２の選定経緯でございます。

　法人の募集期間は７月３０日から９月９日まででございました。公募についての説明会と運営を委託する学校及び現学童クラブとあいキッズの現地見学会を８月９日に実施したところ、１２の法人が参加いたしました。

　そして、最終的には、社会福祉法人３、ＮＰＯ法人３、財団法人１、株式会社８の計１５法人の応募がございました。

　実際の選定委員会でございますが、メンバーは、学識経験者等の第三者委員が３名、区関係者６名、保護者委員は各学校２名ずつの１０名、合計１９名でございます。

　参考までに、委員の内訳でございますが、第三者委員は大学教授、主任児童員、放課後対策事業運営委員会の委員長、区関係者は小学校長代表や児童館長代表及び関係部課長でございます。保護者委員はＰＴＡと学童クラブの保護者の代表で構成されました。

　なお、保護者委員は、ご自分の学校についての委託法人のみの選定を行いますので、実際の審査は各校につき１１名の委員。第三者委員３名、区関係者６名、保護者委員２名で行ってございます。

　第１回の選定委員会は１０月１５日土曜日の午後開催いたしました。
　内容は、選定基準及び選定方法の決定、企画書の書類審査を行いました。

　その結果、今年度も安定した運営を法人に期すため、１法人につき１校の運営委託とすることにしまして、企画書で見る選定、絞り込みを行わず全ての応募法人からプレゼンテーションを受けた後、受託法人を選考することを決定いたしました。

　第２回の選定委員会は、１０月２９日土曜日の午後０時から６時半まで行いました。現実に、１法人から辞退の申し出があったため、１４法人につきましてプロポーザルをいたしました。

　各法人１０分のプレゼンテーションの後、ヒアリングを行いまして評価していただきました。最後に、各校の保護者委員による保護者加算点の加点をしていただきましてプロポーザルを終了いたしました。

　最終的な集計作業を含めまして長時間にわたる選定委員会となりましたが、順調に５法人を選定することができました。２ページから３ページに、選定委員会においての学校別集計一覧をおつけしておりますので、ご覧ください。

　５校のうち、志村第三小学校あいキッズ、蓮根第二小学校あいキッズ、板橋第四小学校あいキッズ、高島第六小学校あいキッズの４校につきましては、合計点で１位の法人がそのまま選定されました。

　これに対しまして、舟渡小学校でございますが、舟渡小学校あいキッズにつきましては、合計点では３位の法人が選定されてございます。この理由につきましては、１法人につき１校の委託の原則、応募法人は原則として複数を受託することができないとの選定委員会での決定によるものでございます。

　舟渡小学校のあいキッズで合計点１位のＡ社につきましては、別の学校でも１位の評価になりました。Ａ社の受託希望順位が舟渡小学校あいキッズよりもそちらの学校が上位だったため、その学校の評価が決定いたしました。

　また、２位のＢ社につきましても、他校で１位の評価を得たため、そちらの学校の受託が決定したものでございます。

　これらの決定に当たりましては、選定委員会で最終的にお諮りし、舟渡小学校の保護者委員の方も含めまして、全委員が納得して決定したという状況でございます。

　３の今後の予定でございますが、あいキッズ事業を受託する法人の紹介を兼ねまして、２回目の保護者説明会を１２月から学校の保護者等に合わせて実施いたします。

　さらに１月以降、受託法人の職員に学童クラブに実際に入っていただきまして、引継ぎ及びあいキッズとしての事前の研修を行いまして、４月からのあいキッズ事業開始の準備を進めてまいります。

　なお、他の３校につきましては、既に学童クラブの運営を委託している現法人に、あいキッズ事業として引き続き運営を委託します。

　志村坂下小学校は「社会福祉法人ひまわり会」、板橋第二小学校は「社会福祉法人松葉の園」、高島第二小学校は「ＮＰＯ法人ワーカーズコープ」でございます。

　あいキッズを新規に実施する学校につきましては、児童・保護者の皆様の期待に応えまして、円滑な運営ができますよう、委託法人への研修・指導も含めまして、教育委員会として全力で取り組んでまいります。

　以上でございます。

委　員　長　　質疑、意見等がありましたら、ご発言ください。

今井委員　　その応募してくださった法人は、何校でも応募できるわけですね。

学校地域連携担当課長　　はい。企画書の提示に当たりましては、何校の受託が可能かということと、それから優先順位、どこの学校をやりたいのか、そういう順番をつけさせて応募していただいております。

今井委員　　とにかく、その１５社について、保護者委員というのは。

学校地域連携担当課長　　各校２名、それぞれ出ていただいております。

今井委員　　それも区からのと一緒で、全業者について。

学校地域連携担当課長　　保護者委員は、例えば志村第三小学校で見ていただきますと、全部で１５法人のうち８法人が志村第三小学校を希望してくれています。ですから、志村第三小学校の保護者委員の方は、１５法人のうち８法人のプロポーザルを聞いていただいて審査するということになります。

　例えば、舟渡小学校の場合ですと、やっぱり８法人が希望していますので、その８法人についてのみプロポーザルを聞いて評価するということになります。
今井委員　　マッチングの仕組みというか、方式は色々あり得るかなとも思いますので。つまり、まず１点は、１法人１校という原則。

学校地域連携担当課長　　それは、まず、選定委員会で決めました。

今井委員　　それが適切かというのと、それから、そうであったときにどう割り振っていくか。つまり、２つの学校で両方１位になった会社をどう割り振るかという仕組みが、多分、仕組みなしに話し合いで、「いいですよ」みたいなことになったのかなとは思うのですけれども。

学校地域連携担当課長　　それは、一応決めてございまして、例えば受託法人が２校で１位になった場合は当然想定できますので、その場合は、受託法人に事前に優先希望順位、例えばどこを一番やりたいかという順番をつけさせます。

　例えばＡ社でしたら、志村第三小学校と高島第六小学校で１位になった場合には、そのＡ社は第一希望として志村第三小学校をやりたいとなっていれば、希望の優先順位を優先しましてその学校が決まるということになってございます。

委　員　長　　今回の分の選定では１校１社ということですけれども、例えば「松葉の園」は板橋第二小学校でもやっていますよね。こういうのは認めているわけですか。
学校地域連携担当課長　　今現在、委託してやっている学童クラブは、そのまま、現法人に引き続き委託するということで、これはプロポーザルをしておりませんので原則から外れてございます。

委　員　長　　そういう形で１つのところが何校かやるのは、今後も出てくることはあるわけですか。

学校地域連携担当課長　　実際に、例えば、「ひまわり福祉会」は３つもやっていりますし、「松葉の園」もそうですし、「ワーカーズコープ」等も、あいキッズになる前から学童クラブを委託している会社はそのままやっていただきますので、実際に複数運営している法人というのは幾つかございます。

教　育　長　　今回、全く新しくあいキッズなり学童クラブ事業に参入してきたというのは、この５つの会社の団体の中ではどこですか。

学校地域連携担当課長　　舟渡小学校の「大新東ヒューマンサービス」、蓮根第二小学校の「テンプスタッフ・ウィッシュ株式会社」、板橋第四小学校の「葉隠勇進」と、５法人中３法人が新しい法人でございます。

教　育　長　　板橋では初めて。ほかの地区ではやっている。

学校地域連携担当課長　　ほかの区では、認証保育園とか認可保育園、学童クラブ、放課後子ども対策事業等をやっている会社でございます。資格要件が、そういった会社のみで応募していただいておりますので、全てこういった業務を実際に運営している会社でございます。

委　員　長　　１社で何校かに応募しているところは、その学校に応じて、企画書はちゃんと内容が違っているのですか。

学校地域連携担当課長　　１企画でございます。１企画書です、それは全く同じです。

委　員　長　　要するに、その学校の特性みたいなものは全然考慮しない。
学校地域連携担当課長　　そうですね。一応、統一的な企画書になりますので。ただし、最後に受託法人の希望事業を書かせますので、なぜ、その学校を希望するのかということを書いてもらって、そこで保護者は判断するというものです。

谷田委員　　つまり、今回は１４法人のプレゼンテーションを全部聞いて、どの法人がどの学校を希望しているかということを集計したときに、例えば志村第三小学校だったら、「松葉の園」を入れてＧまでという数、そういうことですね。
　だから、全部挙げているところもあれば、１校に集中しているところも色々あって、例えば高島第六小学校みたいに、すごくたくさんやっているところもあるというようなことですよね。
学校地域連携担当課長　　そういうことになります。

谷田委員　　それで、保護者の選定委員の人は、その中の自分の学校に関わるところだけ一生懸命聞いて点数をつけている。ほかの方は、それに関係なく全部を見て点数をつけて、それでこういう合計点が出ていて、最終的に点数を見たときに一番のところを決めていくんだけれども、重複するところは、そのプレゼンテーションをした会社がやりたいといった順番に決めていくとこうなりましたと、そんな感じですか。

学校地域連携担当課長　　そのとおりでございます。

谷田委員　　分かりました。これは、すごく大変な作業になっているような感じがしていて。
学校地域連携担当課長　　実際、選定委員の方は長時間にわたりまして、非常に大変な作業になります。

谷田委員　　プレゼンテーションも、１０分で判断するというのもすごいことだなという感じもしているので、どうなんですか。

　１つ変えていこうということがベースにあるとすると、こういうやり方になってくるのかもしれないですし。複数やるような方向もありだとなると、もうちょっと変わってくるのかなと感じたのと、あとは委員長が言っていただいた、各学校でどういう差があるのかというのは、具体的に私は分からないですが。

　でも、図書館はあえて差をつけてやっている部分とかもありますので、そういった地域性とか何かということまで踏まえてもし今後やっていくのであると、また違う形になってくるのかなと思います。
　選定の仕方も、やりながらどんどんレベルアップという言い方が合っているのかどうか、より適正なやり方を見つけ出していけばいいのかなと思いますけど。非常に大変な作業になっているという印象です。

学校地域連携担当課長　　今回は１５法人でございましたが、これ以上応募法人が増えると、物理的に厳しいかなというのは考えてございます。
　例えば、複数受託を認めるとか、そういうことも今後は選定委員会に諮りながら検討していく必要もあるかなという認識はございます。
　また、保護者委員の方には、保護者加算点としまして１人１５点のアドバンテージといいますか、３０点つけるようになっています。保護者委員は、自分が希望している法人のプレゼンテーションを聞いて、自分の学校に最もふさわしいというところを選ぶという仕組みになっておりますので、極力、保護者委員のお考えが選定に当たっては反映されるような努力はしてございます。
今井委員　　業者の側が優先順位をつけられると同時に、応募する、しないの意思決定もしているわけですよね。要するに、例えば志村第三小学校であれば、ＡからＧプラス決まったところというふうに。ここに応募しなかった会社は「ここは嫌だよ」という意思表示をしているのか。

学校地域連携担当課長　　嫌だというわけでは。法人は安定した運営を期すということでして、応募資格の中に、職員は常勤で、今現在２年以上実際に勤務している職員を必ずつけてほしいとそういった厳しい資格要件をつけています。

　ですから、法人も、そういった人事配置体制というのができておりませんと何校も応募するというのができないのです。社会福祉法人は規模が小さいですから、１校、２校が限度だと思います。

今井委員　　ではなくて、エントリーで、半分の会社しかしていないわけですよね。応募した人には、全部にエントリーしたことにして優先順位をつけますよという世界にするのと、自分でエントリーする数から選んでねというと、戦略が違ってきますよね、事業の側から。

　例えば、ここは駅の近くで人数も結構あって受託料も高いしというところは多分ここが取るだろうから、うちの弱小の会社としてはここを外してやろうみたいな意思決定が出てしまう。そうすると、結果的に幸せの水準が下がる可能性があるという世界になってしまうから。多分、１業者１校というのは、そこは検討の余地があると思うのです。

　だとしても、板橋のあいキッズ制度に募集してきてくれたということを重視すれば、全部に優先順位をつけてもらうというのが、多分そちらの方がいい方式かなと。
　それから、もう１個は確認ですけれども、重なったりするときの判断というのは、あいキッズ側で業者に優先順位をつけている、そちらが優先になって。

学校地域連携担当課長　　そうですね。

今井委員　　業者側の優先順位ではなくて。１位、２位が逆転しているのが２カ所あった場合に、あいキッズ側のつけた優先順位が優先になると。分かりました。

　そうすると、その１点を加えると、ゲーム理論のマッチング理論という分野でやっている、こういうマッチング系の数学モデルに合う方式になると思います。
学校地域連携担当課長　　そこら辺も上手く、特に今回は選定委員会の保護者委員も含めて、特に大きな異論は全くなかったんでございますけれども、そういった点も踏まえまして検討していきたいと思います。
委　員　長　　色々と大変だとは思いますけれども、よろしくお願いいたします。
学校地域連携担当課長　　引き続きまして、学校支援地域本部事業シンポジウムの開催について、資料「地―２」でございます。説明させていただきます。

　今年も、学校支援地域本部事業を学校関係者や保護者、地域の皆様にご理解いただきまして、事業の拡大・普及を図るため、シンポジウムを実施いたします。
　開催日時は１２月１７日土曜日、２時から４時半まででございます。

　会場は、ハイライフプラザいたばし。

　基調講演は「地域の力を学校に活かす」、まだ仮題でございますが、そういう題名で、日本大学の佐藤先生にご講演をいただきます。

　その後、成果発表としまして、現在、学校支援地域本部事業を実施しております蓮根第二小学校以下、５校について成果発表をしていただきまして、質問を受けるということになってございます。
　これにつきまして、現在、周知のチラシを作成しております。１１月中旬ぐらいに各学校または地域センター等に配布して周知していただきます。

　各学校にも参加を呼びかけておりますけれども、教育委員会の先生方も、お忙しいところを大変恐縮ですが、もしお時間の都合がつきましたら、是非、参加をお願いしたいと思います。
　以上でございます。

委　員　長　　これにつきましては、是非、参加していただきますよう、よろしくお願いいたします。

○報告事項

９．その他

　　①人事委員会勧告の概要

　　②区立小・中学校における節電実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（庶務課）

委　員　長　　では、次に、委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
庶務課長　　私の方から２点、ご報告させていただきたいと思います。
　１点が、人事委員会の勧告の概要ということで、１０月２８日に人事委員会の勧告が出ましたので、そのことについてご報告させていただきたいと思います。
　資料の「勧告のポイント」というところがありますけれども、そこが内容でございます。

　月例給与は３年連続の引き下げ改定、期末・勤勉手当は改定はありませんということでございます。

　給料表についてはマイナス０．２％の減額。それから、期末・勤勉手当の改定はありませんということです。０．２％の実際の金額は、職員の平均給与からすると１万３，０００円相当でありますということでございます。
　教育委員会事務局ですので、これは直接該当するのは幼稚園の教育職員、該当は８名でございますけれども、合わせて、我々区側の職員もこれと同じような形での対応になります。

　教員は東京都の制度ですので、下の方にありますけれども、都の人事委員会勧告ということが当てはまって改定がなされるということになります。

　１番目の公民比較の結果ということで、平成２３年４月時点ということでございます。

　月例給が民間従業員４１万５，９３０円に対して、区の職員については４１万６，７７２円で、区の職員は、８４２円のプラスになっているということになります。
　参考に、東京都、人事院、国の値が出ています。

　それから、期末・勤勉手当については、民間従業員が３．９４月分というところに対して区の職員が３．９５月分ということで、これも０．０１月分ということですけれども、プラスの方向に出ているといった調査結果が出ております。

　ページをめくっていただいて、こういったものを考慮して、改定の内容ですけれども、給料表については公民格差の解消のため給料月額を引き下げ改定ということです。その中でも、Ⅰ類の初任給までの号給等の給料月額は据え置き、それから医療給料表は改定なしということでございます。

　それから、２番目の行政職給料表（一）初任給ということで、同じように、初任給については、大卒、高卒程度、ともに据え置きということでございます。

　参考でありますけれども、平均給与の減少額ということで、先ほどの内訳です。改定前は平均で６７１万３，０００円だった年間の給与が、改定後は６７０万円ほどになって、約１万３，０００円の減額ということになります。
　参考２のところにモデルケース、若い係員から部長までの想定がされていますけれども、ご覧のとおりでございます。

　３番でございますけれども、実施の時期等、給与水準の引き下げの改定があるため、遡及することなく、改正条例の公布の日の属する日の翌月の初日から実施ということでございます。基本的には１２月から行うということになります。

　それから、平成２３年４月からの改定の実施の日の前日までの期間に係る公民格差の相当分については、期末手当の額において調整を行うという内容になっております。
　それと、Ⅲ番目の給与制度の検証・検討でございますけれども、昇給制度、勤勉手当制度については見直しが必要であるということで、昇給制度及び勤勉手当、どちらもそうでございますけれども、勤務成績が的確に反映されるような運営をしなさいというようなことが言われております。

　それから、職務・職責が的確に反映された給与ということで、給料表の一部級間の重複度合いが大きいことがありますので、その辺については見直しが必要であるという指摘がされております。
　それから、Ⅳ番目の区費負担の学校教育職員の給与制度ですけれども、区によって、品川区ですとか杉並区において区費で教員の採用を行っているところについては、東京都の教育職員との均衡を考慮して改定を行うことが適当であるとされております。
　それから、毎回、意見として出される人事制度、勤務環境の整備等に関する報告の内容ですけれども、まず１つ目は人事制度ということで、有為な人材の確保ということで、採用試験における制度の見直し、それから、採用試験においてはⅠ類の採用試験と経験者採用試験制度といったものを見直したらどうかということで意見が出されております。
　それから、人材の育成については、昇任意欲の醸成ということと、昇任制度の改正といったものの検討が必要であるといったことが述べられております。

　それから３番目の高齢期雇用への対処ということでございますけれども、これは、俗に言われる定年延長に関するものです。次のページの頭のところに「公的年金の支給開始年齢の引き上げは目前に迫っており、任命権者とともに、国や他の地方公共団体の動向を注視しながら、早急に特別区職員の実態を踏まえて検討する必要がある」と。定年延長に基づいて、どういう対応をするかということについては早急に検討しなさいということになっております。

　そのほか、Ⅱ番目ですけれども、勤務環境の整備ということで、１つが職業生活と家庭生活の両立支援、２番目が超過勤務の縮減等、３番目がメンタルヘルスの推進ということで、これは、ここ数年、毎年指摘されている内容でございます。　それから、Ⅲ番目では、公務員倫理の確立といったところも、また意見として出されたところでございます。
　この勧告を受けまして、今月末に向けて、労働団体と交渉をした上で、区議会での条例を改正するといった手続きをとっています。
　また条例等が変わりましたらご報告させていただきますけれども、本日のところは、人事委員会勧告が出ましたということでご報告をさせていただきます。

　１点目は、以上でございます。
　それから、もう１点目。小・中学校における節電の実績ということで、横長の資料を１枚配らせていただいております。
　前回の節電のときに、ピーク時の節電ということで、この表でいうと右側の部分、平均でマイナス２７．７％でしたと示しましたけれども、消費電力という関係の中では、左側の数字のようになりましたというご報告でございます。

　小・中学校７３施設については、７月でマイナス１０．６％、８月にマイナス１９％、９月でマイナス２５．６％。平均すると１８．７％の電力を削減できたということでございます。

　４施設だけ、東京電力と契約を結ばずに東京エコサービスというところの電力供給の契約を結んでいる施設がございますけれども、そこについても同じような傾向になっていて、合計するとマイナス１６．７％という実績でございました。ということでご報告させていただきます。

　今後ですけれども、冬期の節電という話もまた出てきております。現在のところは、まだ東京電力の管内において具体的な節電の目標というのは示されているところではありません。

　関西とか九州とかは、具体的な数字で示されているところですけれども、板橋区においては、現在取り組んでいる節電レベルをレベル１といっていますけれども、１０％以上の節電に取り組むということで、施設を休館するとかということは考えておりませんけれども、照明の効果的な使用ですとか空調等、施設の管理上の支障のない範囲で、１０％以上を目標としれ取り組んでいく予定でございます。

　以上でございます。

委　員　長　　よろしいでしょうか。給与に関しては、いずれ正式の議題に上がってくると思います。節電も、それなりに効果があったんだということが分かると思います。

本山委員　　この節電効果は、各校の児童・生徒に「これぐらい、我が校は節電できたんだよ」みたいなのは言っているというか、情報は伝わっているんでしょうか。
庶務課長　　学校ごとに、検針の結果は最初に出ますので、伝わっているはずだという認識しております。
本山委員　　そうですか。

庶務課長　　それぞれの学校で昨年と比べていただいて、どういう節電ができたか、それからピーク時においてどういう節電ができたかということについては認識してもらって、児童・生徒へのフィードバックはしてもらうようにしたいと思います。

委　員　長　　よろしいでしょうか。では、ほかに追加報告事項はありませんか。

　では、以上をもちまして本日の教育委員会は終了いたします。
午前　１１時　３０分　閉会
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